開設についての申立書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式　１２－１
事業所の開設について

　事業所の開設にあたっては、関係法令を遵守した上で、下記に開設が可能であることを申立てます。

記

	№
	所在地（地番）
	備考

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	


　　令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人印

　　　　　　　　　　

　代表者名　

　様式１２－２
事業所開設予定地・建物の状況

令和　　　年　　　月　　　日現在

	土地状況
	所在地（地番）
	

	
	地目・地積
	登記地目
	
	登記面積
	㎡

	
	
	現況地目
	
	実測面積
	㎡

	
	道路等の状況
	道　路
	公道　・　私道
	下水道
	有　・　無

	
	
	幅　員
	m
	上水道
	有　・　無

	
	
	ガ　ス
	　都市ガス・プロパンガス

	
	土地所有権利形態

（借家の場合は省略可）
	１ 自己所有  ２ 今後取得予定（予定年月日：令和　　年　　月）

３ 借地（予定含む）（契約期間：　　　年　　月～　　　年　　月[　　年間]）

	都市計画法等の区分
	都市計画区域
	・市街化区域　・市街化調整区域　・都市計画区域外

	
	
	　用途地域：

	
	容積率／建ぺい率
	

	
	防火地域
	・防火地域　・準防火地域　・なし

	
	地すべり防止区域等危険区域の指定
	有・無
	区域の名称

指定年月日

	
	その他都市計画、決定事項
	有・無
	・地区計画・都計道路・都計公園・国定公園・農用地区域

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	用地の状況
	抵当権等の権利の設定
	有・無
	権利の内容

設定権者名
権利抹消予定時期

※権利抹消の見込み（具体的に　　　　　　　　　　　　　）

	
	整地の必要性
	要・不要
	・整地済み　・整地後に取得　・取得後に整地

	用地の規制状況
	開発許可関係

※建築課への相談
	有・無
	相談日　　　　　　　　　　　担当者

	
	農地転用関係

※農業委員会への相談
	有・無
	相談日　　　　　　　　　　　担当者

	
	里道・水路
	里道
	有・無
	※払下げ等の見込み（具体的に　　　　　　　　　　　　　）
相談日　　　　　　　　　　　担当者

	
	
	水路
	有・無
	※払下げ等の見込み（具体的に　　　　　　　　　　　　　）
相談日　　　　　　　　　　　担当者

	
	その他の許可
	要・不要
	内　容

相談日　　　　　　　　　　　担当者

	建物の
状況
	建設の状況
	１ 新築　２ 改修　 ３ 増改築　４ 改修なし

【「４ 改修なし」以外の場合】　竣工日：　　年　　月

	
	建物所有権利形態
	１ 自己所有  ２ 今後取得予定（予定年月日：令和　　年　　月）

３ 借家（予定含む）（契約期間：　　　年　　月～　　　年　　月[　　年間]）

	敷地に関する特徴

※敷地の良い点や注意を要する点・対応策などを含めて自由記載
	（記載例）

敷地の２方向が道路に面しており、車や人の出入りが行いやすい

敷地の一部に急な法面があるが・・・で対策をとる予定敷地の３方向に住宅が接しており・・・に配慮する予定　など


　　※ 該当箇所に○を記入すること。

※ 複数の地番がある場合は、状況が同じであれば一枚にまとめて記載すること。

　　※ 事業所開設に支障がないことを挙証する資料があれば添付すること（抵当権抹消契約書・関係部署との協議記録等）。
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